
年度

１　指定地球温暖化対策事業者の概要

 (1)　指定地球温暖化対策事業者及び特定テナント等事業者の氏名

 (2)　指定地球温暖化対策事業所の概要

平成23年５月改正版

基準年度

事務所

99,604

㎡

㎡

前年度末

前年度末

㎡

99,604

82,478

5,764

基準年度 ㎡

㎡ 基準年度 11,362 ㎡

㎡

基準年度

前年度末 ㎡

㎡

基準年度

㎡ 基準年度

前年度末 ㎡

㎡

㎡㎡

前年度末

基準年度

㎡

I50

㎡ 基準年度

東京都港区北青山２丁目５番１号

I_卸売業_小売業  各種商品卸売業 

㎡

地球温暖化対策計画書

事業の
業　種

氏名（法人にあっては名称）

 各種商品卸売業 

伊藤忠商事株式会社東京本社ビル

㎡

前年度末

前年度末

㎡

前年度末 ㎡ 基準年度 ㎡

5,764

伊藤忠商事株式会社

前年度末

㎡

基準年度

82,478

指定地球温暖化対策事業者

教 育

13,073

基準年度

前年度末 11,362

前年度末工場その他上記以外

前年度末 ㎡

㎡

㎡

医 療

文 化

物 流

駐 車 場

基準年度

2011

指定地球温暖化対策事業者
又は特定テナント等事業者の別

事業所
の種類

主たる用途

建 物 の 延 べ 面 積
（熱供給事業所にあっては熱供給先面積）

事 務 所

情 報 通 信

放 送 局

商 業

宿 泊

事 業 の 概 要

敷 地 面 積

用
途
別
内
訳

事 業 所 の 名 称

事 業 所 の 所 在 地

分 類 番 号

産業分類名

業
種
等



 (3)　担当部署

 (4)　地球温暖化対策計画書の公表方法

 (5)　指定年度等

1 平成18年3月31日以前

年 月 日

２　地球温暖化の対策の推進に関する基本方針

３　地球温暖化の対策の推進体制

名 称

2009

2009

事　業　所　の
使用開始年月日

連
絡
先

ﾌ ｧ ｸ ｼ ﾐ ﾘ 番 号

東京都港区北青山２丁目５番１号

９：００－１７：００閲覧可能時間

冊子名：

所在地：窓 口 で 閲 覧

伊藤忠商事株式会社　広報部ＣＳＲ・地球環境室

０３－３４９７－４０６９

０３－５４７４－７２９６

伊藤忠商事株式会社　広報部ＣＳＲ・地球環境室

http://www.itochu.co.jp/ja/csr/environment/office_acアドレス：

閲覧場所：

伊藤忠商事株式会社　広報部ＣＳＲ・地球環境室

０３－３４９７－４０６９

chikyukankyo@itochu.co.jp

電 話 番 号

chikyukankyo@itochu.co.jp

指定地球温暖化対策事業所 年度

ﾌ ｧ ｸ ｼ ﾐ ﾘ 番 号

電子ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽ

連
絡
先

電 話 番 号

計 画 の
担当部署

０３－５４７４－７２９６

名 称

入手方法：

特定地球温暖化対策事業所 年度

公 表 の
担当部署

ホームページで公表

電子ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽ

当社は「環境方針」（２０１０年５月改訂）の〔基本理念〕の中に、「地球温暖化等の地球環境問題は、人類の
生存にかかわる問題である。グローバルに事業を行う企業として伊藤忠グループは、地球環境問題を経営方針の
最重要事項の一つとして捉え、「伊藤忠グループ企業理念」である「豊かさを担う責任」を果たすべく「伊藤忠
グループ企業行動基準」に示す「より良い地球環境づくりに積極的に取り組む」を推進し、持続可能な社会の実
現に貢献する。」と謳うと共に、〔行動指針〕の中でも『省エネルギー・省資源』、『廃棄物の削減・リサイク
ル』を推進し、循環型社会の形成に貢献すると共に、環境保全に寄与する商品及びサービス等の開発、提供に努
める。」としており、上記に基づき日常より地球温暖化防止に向けた取組みをしております。

公表方法

冊 子

そ の 他

平成18年4月1日
以降

統括管理者
広報部

CSR・地球環境室

施設管理部門
人事・総務部

ﾌｧｼﾘﾃｨ・ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ室

施設管理会社
伊藤忠人事総務サー

ビス㈱

テナント会議

テナントA
推進員

テナントB
推進員

技術管理者

各部
環境責任者A

推進
各部

環境責任者B

各部
環境責任者C



４　温室効果ガス排出量の削減目標（自動車に係るものを除く。）
 (1)　現在の削減計画期間の削減目標

 (2)　次の削減計画期間以降の削減目標

５　温室効果ガス排出量（自動車に係るものを除く。）

 (1)　温室効果ガス排出量の推移 単位：ｔ（二酸化炭素換算）

(2)　建物の延べ面積当たりの特定温室効果ガス年度排出量の状況 単位：kg（二酸化炭素換算）/㎡・年

非エネルギー起源
二酸化炭素（CO2）

メ タ ン
（ CH4 ）

一 酸 化 二 窒 素
（ N2O ）

ﾊｲﾄﾞﾛﾌﾙｵﾛｶ ｰﾎ ﾞﾝ
（ HFC ）

年度

6,9716,962

計 画
期 間

34

削減義務
率の区分

平均削減
義 務 率

高効率設備への更新などにより、基準排出量の17%以上の削減を目標とする。
削減量が不足する場合は、排出量取引で調達する。

延 べ 面 積 当 た り
特 定 温 室 効 果 ガ ス
年 度 排 出 量

六 ふ っ 化 い お う
（ SF6 ）

上 水 ・ 下 水

削 減
目 標

削 減
義 務
の

概 要

特 定 温 室
効 果 ガ ス

特 定 温 室 効 果
ガ ス 以 外 の
温 室 効 果 ガ ス

基 準 排 出 量

年度 2010

69.9 70.0

2009

7,005

年度

合 計

排 出 上 限 量
(削減義務期間合計)

7,000

そ
の
他
ガ
ス

38

特定温室効果ガス
（エネルギー起源CO2）

計 画
期 間

特 定 温 室
効 果 ガ ス

ﾊ ﾟ ｰ ﾌ ﾙ ｵ ﾛ ｶ ｰ ﾎ ﾞ ﾝ
（ PFC ）

削 減
目 標

39,940

年度まで

6.0%

Ⅰ－２
ｔ（二酸化炭素
換算）/年8,497

ｔ（二酸化炭素
換算）

特 定 温 室 効 果
ガ ス 以 外 の
温 室 効 果 ガ ス

年度年度年度2009

2014

2015 2019年度から

年度から

昇降機の更新や室温管理によるエネルギー使用の最適化・効率化を図り、総
量削減義務（６％見込み）以上の削減を目指す。削減量が不足する場合は、
排出量取引で調達する。

2010 年度まで

年度 年度

2010 年度 年度



６　総量削減義務に係る状況（特定地球温暖化対策事業所に該当する場合のみ記載）

 (1)　基準排出量の算定方法

）

）

 (2)　基準排出量の変更

 (3)　削減義務率の区分

 (4)　削減義務期間

 (5)　優良特定地球温暖化対策事業所の認定

 (6)　年度ごとの状況 単位：ｔ（二酸化炭素換算）

 (7)　特定温室効果ガスの排出量の増減に影響を及ぼす要因の分析

基準年度：（

算定方法：（

変更年度 変更理由

年度

2002年度、2003年度、2004年度

6,971

年度

年度

2010年度は、外気温度が例年と比較し夏季は高く（6-8月は統計開始以来最高を記録）、冬季が低いという状況下
に置かれ、熱源エネルギーの増加により、エネルギーの使用に係る特定温室効果ガスが全体で前年度比0.1％増加
した。

1,5261,526
排 出 削 減 量
（F＝A - E）

実
績

42,485

6.0% 6.0%

8,497

2010 2011 年度

8,497

2012 年度 2013 年度

変更年度

年度まで

変更理由

2014

2012 年度

削減義務率の区分 Ⅰ－２

変更理由

決
定
及
び
予
定
の
量

6.0%

8,497 8,497 8,497

年度

排 出 上 限 量
（C＝∑A-D）

削 減 義 務 量
(D ＝ ∑ (A × B))

過去の実績排出量の
平 均 値

排 出 標 準 原 単 位 を
用 い る 方 法

そ の 他

特 に 優 れ た
事 業 所 へ の 認 定

年度から

極 め て 優 れ た
事 業 所 へ の 認 定

変更年度

2010

削 減 義 務
期 間 合 計

基 準 排 出 量
(A)

削 減 義 務 率
(B)

特定温室効果
ガス排出量(E)

6.0% 6.0%

6,971

2,545

39,940

2013 年度年度2010 2011 年度 2014 年度

2014 年度



７　温室効果ガス排出量の削減等の措置の計画及び実施状況（自動車に係るものを除く。）

区 分
番 号

区 分 名 称

1 120700
12_蒸気の漏えい及び保温の管
理

蒸気バルブの断熱(保温)強化実施 2006年度実施済み

2 130100 13_空気調和の管理 冷水ポンプインバータ追加導入 2009年度実施済み

3 130100 13_空気調和の管理 空調機可変風量制御(インバータ)導入 2006年度実施済み

4 130100 13_空気調和の管理 省エネファンベルト導入
2006～2009年度実

施済み

5 150200 15_照明設備の運用管理 駐車場照明Hf高効率化導入
2005～2006年度実

施済み

6 160100 16_昇降機の運転管理 店舗棟昇降機更新によるVVVF制御方式導入 2005年度実施済み

7 160100 16_昇降機の運転管理 昇降機(20)台の更新 2010～2011年度

8 180100 18_排出量取引
事業所間での直接取引き、または省エネ事業
者間等の仲介による排出量取引等

2014年度より実施

9

10

11

12

13

14

15

備 考
対策
Ｎｏ

対策の区分
対 策 の 名 称 実 施 時 期



８　事業者として実施した対策の内容及び対策実施状況に関する自己評価（自動車に係るものを除く。）

当社では、日頃から環境配慮の積極的取り組みを進めている。
以下の３つの点を重視して地球温暖化対策に取り組んだ事により、社員の省エネルギーや
地球環境に対する意識の向上が図られた。

１．事業所での省エネの取り組み
　　設備に関する対策は、一部延期したものの、ほぼ計画通り実施できている。

２．事業所での自然エネルギーの導入
　　環境負荷が小さい自然エネルギー（太陽光発電）を導入した。

３．社員に対する環境意識の向上のための啓発活動
　　1997年にISO14001環境マネジメントシステムを取得して以来、社員の環境に対する意識を
　　向上させる為に以下の取り組みを推進している。

①事業場での省エネの取組み：本制度の目標対策、基本対策の期間内での実施努力。
②環境マネジメントシステムの導入、実施：ISO14001をベースにした環境マネジメントシステムを
導入し、省エネ、廃棄物のリサイクル推進をはじめとする環境保全活動への取組み。
③地球温暖化防止国民運動「チャレンジ２５キャンペーン」への参加：会社として「チャレンジ２５
キャンペーン」に参加し、不要な電灯のスイッチオフ等、省エネに努めると共に、廃棄物の分別に
よりリサイクル化を推進する。
④環境教育：弊社社員、並びにグループ社員を対象に地球温暖化をテーマにした講演会を開催し、
地球温暖化防止への教育啓蒙を実施する。
⑤物流面での省エネ：省エネ法により特定荷主に指定され、物流面での中長期でのエネル
ギー使用量の削減に取組む。
⑥環境保全型ビジネスへの取組：太陽光発電事業、バイオエタノール製造・販売事業、排出権
取引等、地球温暖化防止に貢献する事業への取組
⑦地球温暖化等基礎研究への支援： 東京大学大気海洋研究所　気候システム研究系の地球
温暖化をはじめとする基礎研究への支援をグループ会社と共に実施。並びにその研究成果を一般に
公開。
⑧グリーン購入：文房具、木材製品等の環境配慮商品の購入。
⑨夏季電力需要逼迫期の消費電力の見える化（イントラネット）を通じて、社員の省エネ意識の向上を促した。
(2011年夏季）
⑩夏季電力需要逼迫期の天井照明の消灯と卓上LEＤスタンドの導入による省エネ。（2011年夏季より実施）



　

 

起用運送事業者へエコドライブを推進するよう求める。

事業所に搬入される貨物等１トンキロ当たりの二酸化炭素（ＣＯ２）排出量 ｋｇ／ｔ・ｋｍ

エコドライブの推進

体制の整備

貨物輸送以外の自動
車交通量対策

起用運送事業者と当事業所間で個別に懇談会を設置し、各運送事業者の自
動車に関わる地球温暖化対策方針を確認する。

 　イ　他者の自動車を利用する場合の地球温暖化の対策

○

積載率の向上により輸送頻度を減らしている。

取組状況

低公害・低燃費車等
の利用割合の向上

低公害・低燃費車の利用割合の向上

環境負荷の大きな自動車の利用抑制

当事業所に納品する際は低燃費・低公害車を使用すること等を配慮した運
送事業者を起用している。

当事業所に納品する際は東京都適合車ステッカーを貼付した車両を使用す
ることに配慮した運送事業者を起用している。

９　自動車に係る地球温暖化の対策

 　ア　基本方針

基本方針 駐車場のポスター掲示によりアイドリング・ストップの徹底を運送事業者に求める。

対策内容 駐車場のポスター掲示によりアイドリング・ストップを徹底する。

 (2)　他者の自動車を利用する場合の地球温暖化の対策

 (1)　自動車を自ら使用する場合の地球温暖化の対策

物流効率化の推進に
よる交通量の抑制

○

○

○

該
当
し
な
い

実
施
し
な
い

検
討
中

○

○

自らの貨物等の搬入のため他者の自動車を利用しているとき。

施設利用者等の貨物等の搬入等のため指定地球温暖化対策事業者以外の者の自動車を利用し
ているとき。

実
施
中

今
後
実
施
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